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 . 公共空間としての都市環境
(１) はじめに
都市空間では, 多様な人々がそれぞれの目的を持ち, 同時に異なる活動を行っている｡ 多様
な主体による多様な活動の集積が ｢都市｣ であることを定義しているといっても過言ではない｡





















































コモンズという語は,       が    年に       誌に発表した論文                         をきっかけに政策的な含意で使用されるようになった１)｡ この中で,      
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１)       は, この論文の中で    年にアマチュア数学者の                 が行った証明
を, 当時問題であった地球規模での人口抑制と食糧危機に結びつけて政策的な含意として紹介し,
                                                                









西村 (    ) は, 都市空間の公共性をコモンズ (       ) と位置づけ, ｢居住者自身の
コミュニティのルールに従いながら, 合意と協力のもとに自分たちの生活環境を維持し, 向上











































以上で見てきたように, 都市空間の管理にあたっては, 完全な市場原理, 完全な政府による
統治のいずれにも問題があると考えられる｡ 次節以降では, 都市における公共空間の維持管理
を取り巻く具体的な問題について考察を行う｡ 公共空間には, 民有地 (商業地, 住宅地などを




欧米の歴史の中では, この傾向は特に顕著である｡ 現在では, 英語で公園を表す最も一般的な
語は     ( ) であるが, アメリカに初めて設置された公園は    年に英国からの移住者が
ボストンの中心部に設けた             である (          )｡ 都市住民の共有財産
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                                                                
としての性格をその名に帯びた, 文字通りの        は, 英国や英国からの移住者によっ
て形成された米国東北部 (ニュー・イングランド) の多くの都市の中心部で市民社会を象徴す
る存在として見ることができる｡
一方, わが国においても, 江戸時代から園芸や ｢物見遊山｣ を通じて四季折々の木々や花を
楽しむ生活スタイルは定着しており, 屋外でレクリエーションを楽しむ文化があった｡ 特に,
社寺仏閣は, 信仰の対象であると同時に, 境内地は祭礼・行事・催し物といった庶民のための
オープンスペースとなっていた｡ また, 江戸中期には, 将軍や藩主によって庭園地が作られ,
庶民の遊楽のために提供された｡     年から    年にかけては, 八代将軍徳川吉宗によって江
戸の墨田堤, 品川御殿山, 飛鳥山, 小金井の玉川上水などに桜が植樹され, 中野に桃園が整備
された｡ また,     年には水戸に徳川斉昭によって偕楽園がつくられ, これらはいずれも庶民






るのは    年の太政官布達である｡ これは, 三大都市をはじめとする都市地域において, 古く
からの景勝地, 旧跡等, これまで ｢群集遊観の場所｣ として親しまれ, かつ, ｢高外除地｣ (地




永寺 (上野公園), 三縁山増上寺 (芝公園), 金竜山浅草寺 (浅草公園), 富岡八幡神社 (深川
公園), そして桜の名所, 飛鳥山が東京府の選定した公園となった (佐藤,     )｡ そして, さ
らに近代国家としての形を整えるために全市的な都市づくりが計画された東京市区改正設計
(    ～) の中で, 初めて計画的な公園整備が行われることとなり, 上述の太政官布達公園の
ほかにも, 都心の中央公園として日比谷公園等の大公園が計画された (石川,     )｡ しかし,
近代国家の成立に伴って, 欧米の都市と比肩することを目指して整備されたこれらの公園は,

















市公園についても, 従来を公共団体, 公共的団体, 地方公共団体が一定比率以上出資している
法人 (第三セクター) にのみ委託できるとされていた管理を, 民間事業者や     にも代行
させることができることとなった｡ 指定管理者となった企業は, 条例の枠内であれば施設の利
用料金を定めたり, みずからの収入とすることも認められている (公園緑地管理財団,     )｡
このような官業の民間シフトは, 一般にはこれまで効率化がうまく為されてこなかった分野
における費用縮減の動機を与え, より優れたサービスの提供に役立つと考えられている｡ その














しかし, これまでの ｢官から民へ｣ の議論では事業の効率化に焦点が絞られており, 公園や
都市公園の持つ公共性や外部経済性を含む便益の性格と, 維持管理にかかる費用の分担やその
回収の仕組みについて十分な議論が行われてこなかった｡ そこで, 次節では以前著者が行った
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                                                                
研究 (田島,     ) に基づき, 都市環境を形成している都市空間を地域における共有の資源
(地域公共財) と位置づけ, この資源から得られるさまざまな便益と, その分配について整理
する｡
(３) 都市公園の経済学的位置づけ
公園・緑地は, 経済学上の ｢地域公共財｣ の代表的な例であると考えることができる｡ 公共
財の定義にはさまざまな見解があるが, 代表的なものとして (１) すべての消費者が同時に一
緒に消費することができるという ｢共同消費性｣, (２) すべての消費者が等量消費するという
｢等量消費性｣, (３) 代価を支払わない個人に対しても消費を拒否できないという ｢非排除性｣,
(４) すべての消費者に, その好みいかんにかかわらず供給される ｢非選択性｣ などが挙げら
れる (金本,     )｡ これらのすべての要素を持つ純粋公共財は国防サービスなど非常に限ら
れているが, 都市公園は, 一定の地域を対象として考えた場合, これらの要素の多くを満たす
地域公共財であるといえる｡ たとえば, 一般的な都市公園では多数の人が同時に公園を利用し
て便益を享受できる共同消費性を備えているし, 費用をかけて入場料を徴収し, 利用者のチェ








由であり, ｢市場の失敗｣ と呼ばれるものである｡ したがって, 社会にとって最適な公園管理





うに分配されているかを考察するため, 三つの既往の研究 (                                                            ) に基づいて都市公園の環境価値の類型
を示したものを図１に示す｡





らの眺望や公園の緑による気候の緩和 (日陰, 防風, ヒートアイランド緩和など) の恩恵を受
けるなど, 直接公園を利用しているわけではないが公園を含む都市環境を生活範囲とすること














貢献するという意味での便益 (外部経済性) が大きい｡ 一方, 周囲が森林や田畑の地域でレク
リエーションを目的として設置された公園では, 便益のほとんどが公園の長時間滞在型利用者
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図１ 都市公園が有する環境価値の類型                                                                                     
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機関のみによって担われてきたが, 今世紀に入り企業や     などの民間団体の参入がよう
やく始まった段階にある｡ 一方で, 公園の持つ性格上, 政府による独占的な管理, 民間団体に
よる競争原理のいずれも, 社会全体の観点からは最適な管理を達成し得ないことを確認した｡
それでは, 官にも民にもよらない (あるいはそれぞれの利点を複合した) 形で, 都市における
コモンズとしての都市公園を管理・運営していくための制度的な枠組みは存在するのだろうか｡







例を通じ, ｢官｣ と ｢民｣ の境界領域における公園の維持管理の可能性について検討する｡
米国を取り上げる理由の一つは, 合衆国制をとっており, 各州に州憲法を頂点とする独自の
法制度が定められているため, 公園管理についての考え方に多様性が見られることである｡ し
たがって, わが国における ｢都市公園法｣ のような都市公園の設置や管理についての全国一律
のルールが存在せず, 制度が州・市町村などによって異なっている｡ また, 自由競争に基づく
資本主義が社会に定着していることからも, 大都市を中心として公園緑地の運営に早くから民
間組織が参入し, 独自かつ多様な試みが行われてきた｡ ここでは, シカゴ, ニューヨーク, ボ
ストンにおける事例を紹介する｡ なお, 背景となる情報として, これらの三都市の公園行政担
当部局と施設・財政の概要を表１に示す｡ ただし, これらはそれぞれの ｢市｣ において担当す
る部局について示したものであり, 市内に存在している国, 州, あるいは郡などによって設置
された公園については含まれていないことに注意が必要である｡ また, シカゴとニューヨーク
は常勤職員数が    人を超え, 年間予算の総額が３億ドル前後という, 全米でも他に類を見
ない巨大な公園担当組織であることには特段の注意が必要である｡ また, ボストンでは, 他の








リクト (   ) は, 市の行政組織の一部門をはるかに越える権限 (特に課税自主権) を有す
る, ユニークな機関である｡    は,     年にイリノイ州が大恐慌期の費用抑制策の一環と
して, シカゴにおける  の個別のパーク・ディストリクトの資産および負債を統合したことに
よって設立された｡ このことによって, 通常の都市行政の一部門としてではなく, 政権からの
独立性を保った組織の運営が可能となっている｡ 組織全体の総括は市長により任命される本部
長 (                    ) によって行われ, この下に本部と５つの地域事務所が置かれ,
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表１ ニューヨーク, シカゴ, ボストンの各市における公園行政担当主要部局の概要
都市名 シカゴ ニューヨーク ボストン
部局名



































































ション局によって行われている｡ しかし, すべての公園を直接管理しているわけではなく, 状
況に応じて民間企業や     に管理委譲する場合もある｡ ここでとりあげるブライアント公
園は, 一時期不適切な管理と荒廃が進んだ公園の管理を民間企業 (株式会社) に委譲して再整
備を行い,     (                        ) とよばれる周辺地権者からの管理費用徴
収, 公園内の施設の貸し出しなどの営業を通じて商業的な運営を行っている事例である｡   とは, 公共空間の良好な維持管理を行うために, 隣接する私有地に対して特別な税を
課税し, これらを通常の公有地管理に用いられるべき一般財源と併用して用いることによって




年に行われた調査では, 米国の  州,    地区において    の設置が行われている (         )｡ また,    の仕組みは, これまでに北アイルランド, 南アフリカ共和国を含む８カ国
以上において取り入れられている (         )｡
ブライアント公園は, 面積約    の, マンハッタンの商業地の中心部 (          と          ,              と                  にそれぞれ挟まれた場所) に位置
する公園である｡ 園地の東側約３分の１にあたる場所にはニューヨーク公立図書館があり, 元
来重要な役割を持つ公園であったが, 市の公園レクリエーション局によって管理されていた    年代には, 深刻な荒廃に悩んでいた｡ 特に, わずかに３箇所しかない入り口と何層もの樹
公共空間としての都市公園と維持管理問題    
                                                                 







用には到底届かないため, 周辺の建物の所有者から床面積１平方フィート (    ㎡) あたり










｢ビッグ・ディッグ｣ が進められてきた｡ この事業では, 中心市街地に新たに約    の ｢用
地｣ が生み出され, そのうち約    が公園などの公共空間として整備されることが決まった｡
公園の整備にかかる費用については, 事業者であるマサチューセッツ州高速道路局 (                             ) が約    万ドルを負担することが早くから決定しており, こ
れに州及び市がいくらかの支援を行うことが決定していた｡ しかし, 完成後の公園の永続的な
維持管理については, 公園レクリエーション局 (                                        ) としたボストン市と州が, 互いに永続的な財源不足を理由として押し付けあう
形となり, なかなか決着がつかなかった｡ この公園はボストン出身であるジョン・ ・ケネデ
ィ大統領の母の名をとってローズ・ケネディ緑道 (                               )
と名づけられ,     年の３月には, ボストン市長がこの公園周辺の商業不動産を対象に                      を設け, 床面積１平方フィート当たり   ～   ドル (約１～２ドル 
㎡) の特別税を課すことを提案した (          )｡ これは, ニューヨークにおけるブライ
アント公園と同様の枠組みによって運営することを目指したものであったが, 州議会において
強い反対に遭い実現されなかった｡
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                                                                 
その後地域における多様なステークホルダーの間で議論が行われ,     年の終わりに, 各機
関が合同して出資することによって独立した     組織 (財団) を設立し, これを新たな公
園の運営に当たらせることが決定した｡ この組織はローズ・ケネディ緑道保全機構 (                                       ) と名づけられ, 永続的な運営を行うための
基本財産として, 総額    万ドルの寄付を得ることを目指すこととなった｡ このうち,             自身が集める初年度の寄付額の目標は   万ドルと設定されたが,     年末までに   




ているため,     年末時点で機構は    万ドルの基本財産を確保した (          )｡ これ
により, これまで停滞していた公園整備計画も進み,     年の夏までに大部分の工事が完了す
ると見られている｡ . 結論と今後の課題










とが期待される｡ しかし, このような試みを実現するに当たっては, 公共空間による環境便益
が地域のステークホルダーの間でどのように配分されるのか, あるいはそれらの便益が費用の
分担に適したものであるのかについて, 個々の都市空間がおかれた状況に即した綿密な検討が
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